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必要書類

様式・その他添付書類 ページ 目次

貸付申請をするとき ･貸付申請書<第1号様式>
･受講証明書<第2号様式>
･実務経験（見込）証明書<第3号様式>
･推薦調書<第4号様式>
（＊現在、就労している方）
･貸付申請に係る同意及び誓約書
　<第5号様式>
･住民票（申請者と連帯保証人分）
･所得･課税証明書（連帯保証人分）

　

1 2.貸付の申請

「貸付決定通知書」を受け取ったとき ･借用書
･印鑑登録証明書
（申請者と連帯保証人分及び申請者が未
　成年者の場合は法定代理人分）
･振込口座申請書<第6号様式>
･振込口座通帳のコピー

2 3.貸付の決定と交付

猶
予

貸付契約解除後、引き続き養成施設等
に在学しているとき

･返還猶予申請書<第10号様式>
･在学届<第7号様式>

2
4

4.貸付契約の解除
7.返還の債務の履行猶予

退学するとき ･異動届A<第13号様式> 実務者研修施設の証
明が必要

5 9.届出の義務

貸し付けを辞退するとき ･異動届A<第13号様式> 5 9.届出の義務

猶
予

卒業後、引き続き他種の養成施設等に
在学しているとき

･返還猶予申請書<第10号様式>
･在学届<第7号様式>

4 7.返還の債務の履行猶予

猶
予

国家試験に合格して初めて特定業務に
就いたとき

･異動届A<第13号様式>
･返還猶予申請書 <第10号様式>
･登録証の写し

･登録証の写し

･登録証の写し

異動届Aに事業主証明
が必要

5
4

9.届出の義務
7.返還の債務の履行猶予

猶
予

国家試験に合格したが特定業務に就け
なかった。1年以内に当該業務従事を
目指すとき

･返還猶予申請書 <第10号様式> 4 7.返還の債務の履行猶予

猶
予

国家試験に合格し、他の職種に従
事。特定業務に就く意思があるとき

･異動届A<第13号様式>
･返還猶予申請書 <第10号様式>

5
4

9.届出の義務
7.返還の債務の履行猶予

返
還

国家試験に合格し、他の職種に従
事。特定業務に就く意思がないとき

還返.63＞式様号8第＜書画計還返･

猶
予

国家試験が不合格だったが、翌年再度
受験する意思があるとき

･返還猶予申請書 <第10号様式> 4 7.返還の債務の履行猶予

届
出

休職するとき。 ･異動届B<第14号様式>
･返還猶予申請書 <第10号様式>

異動届Bに事業主証明
が必要

5
4

9.届出の義務
7.返還の債務の履行猶予

届
出

退職①
退職した翌月、県内で特定業務に再就
職するとき

･異動届B<第14号様式>
･業務従事期間証明書<第11号様式>

異動届Bと業務従事期
間証明書に事業主証
明が必要

5 10.退職したときの手続き

返
還

退職②
退職した翌月、県内で特定業務に再就
職しないとき

･異動届B<第14号様式>
･業務従事期間証明書<第11号様式>
･返還計画書<第8号様式>
　

5
3

10.退職したときの手続き
6.返還

返
還

退職③
今後、県内で特定業務に就かないとき

･異動届B<第14号様式>
･返還計画書<第8様式>

5
3

10.退職したときの手続き
6.返還

卒
業
後

１３．申請・届出に必要な書類一覧　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

区分 こんなとき 注意事項
手引き該当箇所

在
学
中

申
請

交
付

届
出
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必要書類

様式・その他添付書類 ページ 目次

免
除

特定業務に2年間従事したとき ･返還免除申請書<第9号様式>
･業務従事期間証明書<第11様式>

3 5.返還の債務の当然免除

現
況

返還が免除されるまで
（＊毎年4/1現在）

･現況報告書<第12号様式> 提出期限は毎年4月15
日まで

4 8.現況確認

借受人の住所、氏名等に変更があった
とき

･異動届B<第14号様式>
･住民票

5 9.届出の義務

連帯保証人の住所、氏名若しくは勤務
先等に変更があったとき

･異動届B<第14号様式>
･住民票（住所、氏名の変更に限る）

5 9.届出の義務

連帯保証人を変更するとき ･連帯保証人変更願<第16様式>
･借用証書
･所得・課税証明書
･印鑑登録証
･誓約書
･住民票

5 9.届出の義務

借受人が死亡したとき ･借受人死亡届<第15号様式>
･死亡診断書、または借受人の戸籍抄本
若しくは戸籍謄本

5 9.届出の義務

在
学
中
・
卒
業
後

届
出

区分 こんなとき 注意事項
手引き該当箇所
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◆免除対象となる特定業務一覧（介護福祉士）

職種
障害者通所支援事業を行う施設

       児童発達支援センター
障害児入所施設
知的障害児施設
知的障害児通園施設
盲ろうあ児施設
肢体不自由児施設
重症心身障害児施設

身体障害者更生施設（改正身体障害者福祉法に規定する身
体障害者更生施設・身体障害者授産施設）

地域活動支援センターを行う事業所
障害者支援施設
救護施設
更生施設
老人デイサービスセンター
老人短期入所施設
特別養護老人ホーム

5 共同生活介護を行う事業所 従事者のうち、その主たる業務が介護等である者
居宅介護を行う事業所
重度訪問介護を行う事業所
同行援護を行う事業所
行動援護を行う事業所
療養介護を行う事業所
生活介護を行う事業所
短期入所を行う事業所
重度障害者等包括支援を行う事業所
自立訓練を行う事業所
就労移行支援を行う事業所
就労継続支援を行う事業所
共同生活援助を行う事業所

7 児童デイサービスを行っている事業所 従事者のうち、その主たる業務が介護等である者
指定訪問介護
指定介護予防訪問介護
第一号訪問事業
指定通所介護を行う施設
指定地域密着型通所介護を行う施設
指定介護予防通所介護を行う施設
指定短期入所生活介護を行う施設
指定介護予防短期入所生活介護を行う施設
第一号通所事業
指定訪問入浴介護
指定介護予防訪問入浴介護

11 指定定期巡回・随時対応型訪問介護 訪問介護員等
12 指定夜間対応型訪問介護 訪問介護員等

指定認知症対応型通所介護を行う施設
指定介護予防認知症対応型通所介護を行う施設
指定小規模多機能型居宅介護
指定介護予防小規模多機能型居宅介護
指定認知症対応型共同生活介護
指定介護予防認知症対応型共同生活介護

16 指定複合型サービス 介護従事者

介護職員

介護職員

介護従事者

介護従事者

14

15

介護職員

訪問介護員等

従事者のうち、その主たる業務が介護等である者

介護職員

介護職員

6

8

9

10

13

4

従事者のうち、その主たる業務が介護等である者

施設種別

1

入所者の保護に直接従事する職員
（児童指導員、職業指導員、心理指導担当職員、
作業療法士、理学療法士、職能訓練担当職員及び
言語機能訓練担当職員並びに医師、看護師その他
医療法に規定する病院として必要な職員を除く。）

2

3
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職種
指定通所リハビリテーションを行う施設
指定介護予防通所リハビリテーションを行う施設
指定短期入所療養介護を行う施設
指定介護予防療養介護を行う施設
指定特定施設入所者生活介護を行う施設
指定地域密着型特定施設入所者生活介護を行う施設
指定介護予防特定施設入所者生活介護を行う施設
指定介護老人福祉施設
指定地域密着型介護老人福祉施設
養護老人ホーム
軽費老人ホーム
有料老人ホーム
老人介護保健施設その他の施設

21 サービス付き高齢者向け住宅 主たる業務が介護等の業務である者

22
指定介護療養型医療施設（療養病床等により更生される病
棟又は診療所）

介護職員等のその主たる業務が介護等の業務である者

23 介護医療院 介護職員等のその主たる業務が介護等の業務である者

24
都道府県知事に対し｢老人病棟老人入院基本料(1～4)｣、「老
人性認知症疾患療養病棟入院料」、「診療所老人
医療管理料」の届出を行った病棟等

介護の補助の業務に従事するものであって、その主
たる　業務が介護等の業務である者

25 医療法第１条の５に規定する病院又は診療所
看護の補助の業務に従事するものであって、その主
たる　業務が介護等の業務である者

26 ハンセン病療養所 介護職員等その主たる業務が介護等の業務である者

27
個人の家庭において就業する職業安定法施行規則に規定す
る家政婦

家政婦のうち、その主たる業務が介護等の業務である者

28 労災特別介護施設 介護職員

29 重症心身障害児（者）通園事業を行っている施設
入所者の保護に直接従事する職員
（施設長、医師、看護師、児童指導員及び理学療法作
業療法、言語療法等担当職員を除く）

30 在宅重度心身障害者援護事業を行っている施設 主たる業務が介護等の業務である者
31 知的障害者通所援護事業を行っている施設 主たる業務が介護等の業務である者

身体障害者自立支援事業を行っている施設
生活サポート事業を行っている施設
移動支援事業を行っている施設

日中一時支援事業を行っている施設

盲ろう者向け通訳・介助者派遣事業を行っている施設
訪問入浴サービス（地域生活支援事業）を行っている施設

34 地域福祉センター 主たる業務が介護等の業務である者
35 原子爆弾被爆者養護ホーム 介護職員

原子爆弾被爆者デイサービス事業を行っている施設
原子爆弾被爆者ショートステイ事業を行っている施設

37 原爆被爆者家庭奉仕員派遣事業 原爆被爆者家庭奉仕員

地方公共団体が定める条例・実施要綱等に基づいて行われ
る事業で介護等の業務を行っているもの

介護保険法の基準該当サービス・基準該当介護予防サービ
スを行う事業

障害者自立支援法の基準該当障害福祉サービスを行う事業

以下のサービスに準ずる事業
非営利法人が実施する介護保険法の指定居宅サービス、基
準該当居宅サービス、指定地域密着型サービス、指定介護
予防サービス、指定地域密着型介護予防サービス、第一号
訪問事業、第一号通所事業

非営利法人が実施する事業であって、障害福祉サービス事
業に準ずるもの

主たる業務が介護等の業務である者

20

32

33

36

38

入所者のうち身体上又は精神上の障害があることに
より日常生活を営むのに支障がある者を含むものの
職員のうち、その主たる業務が介護等の業務である
者

主たる業務が介護等の業務である者

主たる業務が介護等の業務である者

介護職員

18

19

介護職員

介護職員

17

介護職員

施設種別
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◆免除対象となる特定業務一覧（社会福祉士）

職種
精神障害者に関する相談援助業務を行っている精神保健福祉相談員
精神保健福祉士　　精神科ソーシャルワーカー
児童福祉司　　受付相談員　　電話相談員　　
児童心理司　　児童指導員　　保育士

3 母子支援員　　少年を指導する職員　　個別対応職員
児童指導員　　保育士　　個別対応職員
家庭支援専門相談員　　職業指導員　　里親支援専門相談員

5 児童相談員　保育士　児童発達支援管理責任者　心理指導担当職員

6 児童指導員　　保育士　　個別対応職員　　家庭支援専門相談員
児童自立支援専門員　　児童生活支援員　　個別対応職員
家庭支援専門相談員　　職業指導員

8 児童福祉施設の設備及び畝胃に関する基準第88条の3第1項に規定する職員

指導員　　保育士　　児童発達支援管理責任者
児童指導員　　障害福祉サービス経験者
機能訓練担当職員（心理指導担当職員に限る）
訪問支援員（保育士、児童指導員、心理指導担当職員に限る）

10 相談支援専門員
次のアからエまでの相談援助業務を行っている職員
　ア　患者の経済的相談の解決、調整に係る相談援助
　イ　患者が抱える心理的・社会的問題の解決、調整に係る相談援助
　ウ　患者の社会復帰に係る相談援助

　エ　以上の相談援助業務を行うための地域における保健医療福祉の
関係機関、関係職種等との連携等の活動

12 身体障害者福祉司　　心理判定員　　職能判定員　　ケースワーカー
13 身体障害者に関する相談に応ずる職員

精神障害者に関する相談援助業務を行っている精神保健福祉相談員
精神保健福祉士　　精神科ソーシャルワーカー

指導監督を行う職員（査察指導員）
身体障害者福祉司
知的障害者福祉司
社会福祉主事（老人福祉指導主事）
現業を行う所員（現業員）
家庭児童福祉の業務に従事する社会福祉主事（家庭児童福祉主事）
家庭児童福祉に関する相談しそう業務に従事する職員（家庭相談員）
面接相談員　　婦人相談員
母子・父子自立支援員
就労支援事業に従事する就労支援員
被保護者就労支援事業に従事する就労支援員

17 相談指導員　　判定員　　婦人相談員
18 入所者を指揮する職員
19 知的障害者福祉司　　心理判定員　　職能判定員　　ケースワーカー

生活相談員
生活相談員
主任生活相談員　　生活相談員
入所者の生活、身上に関する相談及び助言並びに日常生活の世話を行う職員

相談・指導を行う職員
生活相談員
生活相談員
相談援助業務を行っている職員

21 母子及び父子の相談を行う職員

老人デイサービスセンター
老人介護支援センタ－
母子・父子福祉センター

20

生活指導員

16

14

身体障害者更生相談所

1

2

4

15

9

11 病院・診療所

7

児童心理治療施設

精神保健福祉センター

救護施設

身体障害者福祉センター

児童自立支援施設

児童家庭支援センター

障害児通所支援事業を行う施設
（児童発達支援センターを除く）

障害児相談支援事業を行う施設

施設種別

軽費老人ホーム

老人短期入所施設

婦人相談所
婦人保護施設

保健所

児童相談所

母子生活支援施設

児童養護施設

障害児入所施設
児童発達支援センター

更生施設

福祉に関する事務所（福祉事務所）

知的障害者更生相談所
養護老人ホーム
特別養護老人ホーム

老人福祉センター
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職種

指定介護老人福祉施設 生活相談員　介護支援専門員　

介護老人保健施設 生活相談員　介護支援専門員

介護医療院 介護支援専門員

指定介護療養型医療施設 生活相談員　介護支援専門員

23 包括的支援事業に係る業務を行う職員

生活介護・自立訓練・就労移行支
援・施設入所支援B型

生活支援員　サービス管理責任者

就労移行支援 就労支援員

25 地域活動支援センターの設備及び運営に関する指導員
26 福祉センターの設備及び運営に関する指導員

生活支援員　　就労支援員（※就労移行支援）　サービス管理責任者

就労定着支援員　サービス管理責任者　地域生活支援員

28 相談支援専門員

29 相談支援専門員

児童指導員　　保育士　　個別対応職員
家庭支援専門相談員　　里親支援専門相談員

32 生活相談員

生活相談員
指導員

35 精神保健福祉士　　精神障害者社会復帰指導員　　管理人
36 生活支援員
37 相談援助業務を行っている相談員
38 相談援助業務を行っている相談職員
39 日常生活自立支援事業における専門員

40
その他相談援助業務（主として高齢者、身体障害者、知的障害者、精神
障害者、児童その他の要援護者に対するものに限る）を行っている職員

41 相談援助業務を行っている職員

42 児童指導員　保育士

43 相談援助業務を行っている指導員　ケースワーカー

44 相談援助業務を行っている指導員
45 刑務官　　法務教官　　法務教官（心理）　　福祉専門官

47 補導主任　補導員
48 相談援助業務を行っている指導員
49 相談援助業務を行っている職員

50 相談援助業務を行っている相談員

精神障害者社会復帰施設

30

31

33

34

障
害
者
支
援
施
設

24

22

地域包括支援センター

一般相談支援事業を行う施設

特定相談支援事業

地域活動支援センター
福祉ホーム

身体障害者更生援護施設
身体障害者福祉工場

介
護
保
健
施
設

乳児院

労災特別介護施設
心身障害児総合通園センター

児童自立生活援助事業を行っている施設

地方更生保護委員会
保護観察所

障害福祉サービス事業を行う施設
（療養介護・生活介護・自立訓練・就労移
行支援・就労継続支援）

指定障害福祉サービスの事業等を行う施

27

指導員

生活相談員　計画作成担当者

独立行政法人国立病院機構若しくは国立
研究開発法人国立精神・神経医療研究セ
ンターの設置する医療機関であって厚生
労働大臣が指定するもの

独立行政法人国立重度知的障碍者総合
支援施設のぞみの園法に規定する施設

刑事施設、少年院、少年鑑別所

46

知的障害者福祉工場

隣保館
都道府県社会福祉協議会

市（特別区を含む）町村社会福祉協議会

児童デイサービス事業を行っている施設

有料老人ホーム

授産施設
宿所提供施設

知的障害者援護施設
高齢者総合相談センター

指定特定施設入居者生活介護を行う施設

指定地域密着型特定施設入居者生活介
護を行う施設

指定介護予防特定施設入居者生活介護
を行う施設

施設種別

保護観察官

更生保護施設
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職種
児童養護施設
母子生活支援施設
乳児院
保育所等

53 相談援助業務を行っている職員

54 相談援助業務を行っている職員

55 母子・父子自立支援プログラム策定員

56 就業支援専門員

57 児童指導員　保育士

59 相談援助業務を行っている職員

療養介護
短期入所を行う施設
重度障害者等包括支援を行う施設

共同生活介護を行う施設
知的障害児施設
知的障害児通園施設
盲ろうあ児施設
肢体不自由児施設

62
改正前
児童福
祉法

重症心身障害児施設 児童指導員　保育士　心理指導を担当する職員

63 相談支援専門員

64 相談援助業務を行っている職員

日中一時支援事業を行っている施設

障害者相談支援事業を行っている施設

障害児等療養支援事業を行っている施設

66 地域体制整備コーディネーター　　地域移行推進員

67 地域体制整備コーディネーター　　地域移行推進員

68
相談援助業務を行っている職員（医師、保健師、看護師、作業療法士そ
の他医療法に規定する病院として必要な職員を除く）

地域子育て支援拠点事業を行っている施
設

利用者支援事業実施要綱に定める利用
者支援事業を行っている施設

母子・父子自立支援プログラム策定事業
を行っている施設

就業支援専門員配置等事業を行っている
職員

一般市等就業・自立支援事業

点字図書館
聴覚障害者情報提供施設

改正前障害者総合支援法に規定する共
同生活援助を行う施設

廃止前の障害者自立支援法に基づく相談
支援事業を実施する事業所

改正前地域生活支援事業実施要綱に基
づく「身体障害者自立支援」を実施する事
業所

精神障害者アウトリーチ推進事業を行っ
ている施設

子育て支
援事業を
行ってい
る

51 相談援助業務を行っている職員

52 相談援助業務を行っている相談員

相談援助業務を行っている職員

児童指導員　保育士

施設種別

相談援助業務を行っている職員65
地域生
活支援
事業

精神障害者地域移行支援特別対策事業
を行っている施設

精神障害者地域移行・地域定着支援事業
を行っている職員

重症心身障害児（者）通園事業を行ってい
る施設

58 相談援助業務を行っている職員

60

障害福
祉サー
ビス事
業

61
改正前
児童福
祉法

母子家庭等就業・自立支援センター
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職種

71 オペレーター
72 オペレーションセンター従事者

75 生活相談員　　介護支援専門員

76 介護支援専門員
77 担当職員
78 生活援助員

79 相談援助業務を行っている職員

80 相談援助業務を行っている職員
81 相談援助業務を行っている職員
82 就労支援員
83 ひきこもり支援コーディネーター
84 相談援助業務を行っている職員
85 相談援助業務を行っている相談員
86 生活相談指導員

87 相談援助業務を行っている職員

88 相談援助業務を行っている職員

89 主任相談支援員　相談支援員　就労支援相談員　家計相談支援員
90 自立相談支援機関
91 家計相談支援を行っている事業所
92 就労支援員
93 相談支援を担当する職員　　就労支援を担当する職員
94 障害者職業カウンセラー
95 障害者職業カウンセラー　　職場適応援助者

96
第1号職場「適応援助者養成研修を修了した職員であって、ジョブコーチ
支援を行っている者

指定地域密着型通所介護を行う施設
指定介護予防通所介護を行う施設
介護予防通所介護を行う施設
指定短期入所生活介護を行う施設

指定通所介護を行う施設

発達障害者支援センター
広域障害者職業センター

第1号職場適応援助者助成金受給資格認
定法人

熊本地震の被災者に対する相談援助業
務を実施する事業所

家計相談支援モデル事業を行っている事業所

通所介護を行う施設

被保護者就労支援事業を行っている事業所

指定短期入所療養介護を行う施設
指定介護予防短期入所療養介護を行う施設

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を行う施設

指定夜間対応型訪問介護を行う施設

短期入所生活介護を行う施設
指定介護予防短期入所生活介護を行う施設

介護予防短期入所生活介護を行う施設
第一号通所事業を行う施設（老人デイ
サービスセンター及び老人短期入所施設
を除く）
指定通所リハビリテーションを行う施設

ひきこもり地域支援センター
地域生活定着支援センター
ホームレス総合相談推進業務を行っている事業所

ホームレス自立支援センター

東日本大震災の被災者に対する相談援
助業務を実施する事業所

生活支援ハウス
高齢者世話付住宅（シルバーハウジン
グ）、多くの高齢者が居住する集合住宅等
サービス付き高齢者向け住宅
地域福祉センター
自立支援プログラムに基づく就労支援事業所

指定介護予防認知症対応型共同生活介護を行う施設

指定複合型サービス

指定地域密着型介護老人福祉施設入所
者生活介護を行う施設

居宅介護支援事業を行っている事業所
介護予防居宅介護事業を行っている事業所

指定認知症対応型通所介護を行う施設
指定介護予防認知症対応型通所介護を
行う施設（老人デイサービスセンターを除
く）
指定小規模多機能型居宅介護を行う施設
指定介護予防小規模多機能型居宅介護を行う施設

指定認知症対応型共同生活介護を行う施設

指定介護予防通所リハビリテーションを行う施設

73

施設種別

69 生活相談員

70 支援相談員

生活相談員

74 介護支援専門員

生活困窮者
自立支援法 主任相談支援員　相談支援員　就労支援相談員　家計相談支援員

地域障害者職業センター
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職種

97 旧法第28条第1号、第2号及び第7号に規定する業務を行う職員

98
訪問型職場適応援助者養成研修を修了した職員であって、ジョブコーチ
支援を行っているもの

99 主任就業支援担当者　　就業支援担当者　　生活支援担当職員
100 精神障害者雇用トータルサポーター　　発達障害者トータルサポーター
101 スクールソーシャルワーカー

102 福祉に関する相談援助業務を行っている相談員

障害者雇用支援センター
（障害者の雇用の促進等に関する法律の
一部を改正する法律）

訪問型職場適応援助にかかる受給資格
認定法人

障害者就業・生活支援センター
公共職業安定所
教育機関

これまでの施設以外で福祉に関する相談
援助を行う施設として厚生労働大臣が個
別に認めた施設

施設種別
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〒870-0907 

大分市大津町 2丁目 1番 41号 大分県総合社会福祉会館内 

大分県社会福祉協議会 福祉資金部 

TEL：097-515-7771 

FAX：097-515-7772 

http://www.oitakensyakyo.jp/ 

 


